途上国における絶対的貧困と農業危機にみるその悪循環 by 新保 博彦
奈良産業大学『産業と経済』第 3 巻第 2 号 (1988年 9 月)43-68
はじめに
途上国における絶対的貧困と
農業危機にみるその悪循環
目次
1 .途上国における絶対的貧困とBHN戦略の現状
II. 途上国における農業の危機と貧困の悪循環
III. 貧困撲滅のための先進国と多国籍企業の課題
くはじめに〉
新保博彦
70年代は途上国の貧困の実態が様々な角度から分析され、その撲滅をめざすBHN開発戦略
が世銀を中心にして推進された時期であった。 80年代に入ってそれは一旦後退しているかにみ
えた。しかし途上国の貧困は全体としてみれば著しく改善されたわけではないし，世銀の貧困
対策のための投資も減少していない。
ところで、世界各国の経済が今日ほど相互依存を深めている時はない。農業と一次産品輸出
に強く依存している低所得途上国にあっても事態は変らない。世界経済の相互依存は一万で，
途上国の農業に先進国の多国籍企業との競争に対抗できるように迫るし，他万では，多国籍企
業などを通じた先進国社会との接触による消費生活様式の急速な変動への対応を途上国の農村
に促す。低所得途上国の農業と，それらの国の農村に広範に存在する貧困の問題の解決の困難
さは，こうした条件から生れているのである。
本稿は以上のような問題をできる限り具体的に検討してみたい。そのためにまず第 1 に，途
上国における貧困と，それに対する BHN戦略の現状を70年代との比較によって明らかにする。
次にこうした貧困を最も多く園内にかかえこむ低所得途上国の農業の現状を，先進国の農業生
産と多国籍企業を通じての貿易の動向との関連においてとらえ、貧困の悪循環がどのように進
展しているかをみる。最後に，国際収支の不均衡にみられる今日の世界経済の困難さからの一
つの出口として、 BHN戦略の展開によって世界の資金の流れを変える必要性，そしてその際
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に先進国および多国籍企業が果たすべき役割について考察する。
1.途上国における絶対的貧困と BHN戦略の現状
70年代には世界銀行やILOを中心にして絶対的貧困についての様々な研究が発表されてきた。
ここではまずはじめにそのうちの代表的な研究であるアールワーリアらの論文によって絶対的
貧困とは伺かをみておζ う。
彼らは，最も大きく，最もよく研究されているインドをとって， 1 日 1 人あたり 2 ， 250 カロ
リーを摂取するのに必要な消費支出によって貧困線を定義する。インドにおいて貧困線以下の
人口は46% に達するが，それらの人々と，彼らと同じ 1 人あたり所得をえている他の途上国の
階層を絶対的貧困層とみなす。この場合，各国聞の比較を可能にするように，公的為替レート
ではなく，国連国際比較プロジェクトによる「等価購買力換算比率」を用いる。この比率によ
って，それぞれの国の 1 人あたり GNP を 1970年の米ドルで、評価された 1 人あたり GNP に換
算する。乙れはICP ドルとよばれる。ところで，さきのインドの貧困線は ICP ドルでは200 ド
ルになるので，各国のICP ドルタームでの所得分布を出したうえで，そのうちの 200 ドル以下
の層を絶対的貧困層とするのである。
乙うした方法によって， 1975年の絶対的貧困者数を算出してみると， 36の途上国に 6 億4400
万人，総人口16億9500万人の38% にも達するのがわかる。とりわけ，そのうちの， 1 人あたり
GNPが150 ドル未満， 1 人あたり ICP ドル350 ド Jレ未満の最も所得の低いクーループ10カ固に 5億
1000万人が集中している。 ICP ドルベースでいえば，その10カ国のうちインド (46%) ，パキス
タン (43%) を除く 8 カ国において，絶対的貧困が人口の50% を乙えている(:)
絶対的貧困のその後の状況について包括的に分析している文献はあまり多くない。本稿では，
さしあたり世界銀行の『貧困と飢餓』によってそれをみていくことにしよう。その研究は， F
AO/WHO基準の90%以下で，「活動的な労働生活を営むのに充分なカロリーをとっていない人
口J と， FAO/WHO基準の80%以下で， 「成長阻害と重大な健康上の危険を妨げるのに充分な
カロリーをとっていない人口」の推計を行っている。 FAOの『第4 回世界食糧概観』によれば，
例えばインドの 1 人 1 日あたりカロリー必要量は2 ， 210カロリーとされているので，前者は1 ， 989
カロリー，後者は1 ， 768カロリ一以下の食事しかとっていない人口ということになるだろう 7) 従
(1) Ahluwalia, M. S., et al, "Growth and Poverty in Developing Countries", Journal of Development 
Economi cs, Volume 6, No.3, September 1979, pp.299-341. 植松忠博『地球共同体の経済政策ゎ成文
堂， 1985年，第 2 章。
(2) FAO, The Fourth World Food Survey, 1977. ( F世界各国の栄養状態 第 4 回世界食糧概観1977
年 .1. 国際食糧農業協会， 1978年，付表C. )なお第5 回概観は乙の点についての具体的な数値が明らかにされ
ていない。
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表 1 .途上国におけるエネルギー不足の食事人口
(単位: 100万人，比率は%)
1970年 1980年
( )は国数 総人口事 食エネノ事レギー人不足の口* 比* 総人口* 食エネル事ギー人不足の口
途上国合計 (8W 1.660 664 (40) 2, 147 730 
低所得 国 (30) 889 418 (47) 1, 157 590 
中所得 国 (57) 769 246 (32) 1,000 140 
サハラ以南アフリカ (37) 267 115 (43) 341 150 
東アジア・太平洋(8 ) 227 93 (41) 286 40 
南 ア ジ ア(7) 726 341 (47) 940 470 
中東・北アフリカ (11) 151 53 (35) 200 20 
ラテンアメリカ (24) 295 59 (20) 385 50 -カリブ海
L一一一一
* 乙の欄は逆算によって筆者が計算したものなので，合計欄があわない乙とがある。
* 乙の表には中国は含まれていない。
出所: A World Bank Policy Study, Poverty and Hunger, 1986, Table 2-3, 2-4 
比
(34) 
(51) 
(14) 
(4) 
(14) 
(50) 
(10) 
(13) 
来の研究に比べ， 『貧困と飢餓』は，貧困を食事の面からだけとらえようとしている点で包括性
を欠いているといえよう。ただし食事の面に関していえば、従来の研究よりも基準を厳しく設
定しているので、包括性を欠くという欠陥をある程度相殺していると考えられる。
以上の点を念頭において表 1 をみてみよう。乙れは， r活動的な労働生活を営むのに充分な
カロリーをとっていない人口」の，乙の10年聞における推移を示している。この表によれば，
1970年比はエネルギー不足の食事人口は 6 億6400万人，総人口の40%であったが， 1980年に
は 7 億3000万人，総人口の 34%になったと推定されている。絶対数としては 6， 600 万人増加
したが，対総人口比は 6%低下している。乙れを l 人あたり GNP 400 ドル未満 (1983年)
の低所得国と， 400 ドル以上の中所得固にわけでみる。そうすると，前者は 1 億7200万人の
増加で，対総人口比も 4% も上昇しているが，後者は 1 億 600 万人も減少し，対総人口北も
18% も低下しているのがわかる。次に地域別にみてみよう。低所得国の多い，サハラ以南の
アフリカと南アジアで、は，エネルギー不足の食事人口は絶対的にも相対的にも増加している。
一方，中所得国の多いそれ以外の 3 つの地域では，大幅な人口の増加にもかかわらず，エネル
ギー不足の食事人口は，絶対的にも相対的にも減少している。 3つの地域とも，その人口の対総
人口比はそれぞれ10%台へと大幅に低下していると推定されている。こうして絶対的貧困はこ
の10年聞に世界の最も貧しい地域に集中する傾向を強めているといえるだろう?
(3)FAO も乙れと別に1969-71年と 1979-81年の栄養不足人口の推計を行っている。 FA 0 , The Fifth 
World Food Survey , 1985. (11世界の栄養状態 (1985年版)一第 5 回世界食糧調査一ゎ国際食糧農業協会，
1986年。)
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それでは，乙のようなエネルギー不足の食事人口は，それをさしあたり絶対的貧困者層とみ
なすことができるが，いったいどのような階層なのであろうか。すでにみたように貧困者の圧
倒的多数は低所得固に属しているが，それらの国は農業への依存度がなお著しく高い。低所得
国はGDP の36.3 %，輸出の32.8 %，雇用の72.0%が農業に属しており，途上国平均のそれぞ
れの数値， 19.9% , 22.0% , 63.2% よりかなり高い。 (G D P と輸出は1982-84年，雇用は1980
年)特に雇用については1965年が76.0%であったので，乙の15年間にわずか4.0% しか低下し
ておらず，依然として農業の比重がきわめて高い?したがって，低所得国の貧困者の大多数は，
都市l乙比べてさらに所得の少ない農村に住んでいるといえるだろう。
農村で最も重要な資産の一つはいうまでもなく土地である。その分配の状況の検討は，農
村の実状を理解するうえで欠かせない。表 2 は残念ながらアジアだけであるが，その主要な国
表 2 アジア諸国における幸如也分布のパターン
耕地規模 (ha)
0-1 0-2 0-3 >10 
Lノーー
国 名 年次 農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積 系数
(%) (%) (%) (%) 
ノ f ングラデ?シュ 1960 51.6 15.2 77.9 41.6 89.3 60.9 0.4 5.9 .47 
1974 66.0 24.0 88.0 58.0 95.0 77.0 2.0 11.0 .57 
イ / ド 1961 39.8 6.8 62.2 19.1 74.6 30.4 4.5 29.8 .59 
1970/71 50.6 9.0 69.7 20.9 79.2 31.0 3.9 30.9 .63-
インドネシア 1963 70.1 28.7 88.3 51.5 94.0 64.0 0.7 12.5 .54 
韓 国 1963 73.3 45.0 93.9 81.6 99.7 98.4 .30 
1974 67.0 58.3 93.5 79.5 91. 5 92.9 .32 
マレーシア(西) 1960 45.4 15.2 67.4 32.6 83.4 52.5 1.0 10.1 .44 
1973 35.3 15.3 72.1 48.0 91.3 76.5 
ノ f キスタン 1960 32.9 3.5 49.5 9.4 61. 5 16.7 7.9 42.7 .60 
1972 43.6 12.2 10.8 43.0 
フィリピン 1960 11. 5 1.6 41.1 1.2 62.3 24.7 5.6 33.2 .52 
1971 13.6 1.9 61.1 24.1 4.9 33.9 .51 
タ イ 1963 18.5 2.5 47.9 15.5 5.4 22.2 .46 
1971 13.4 2.6 49.5 20.3 3.8 16.2 .41 
原注)四捨五入のため必ずしも合計は100tcならない。タイの規模区分は0-2 .4および9.6ヘクタール以上である。
(出所) Asian Development Bank, Rural Asia-Challenge and Opportunity , 1978, (山田三郎監
訳『農村アジアへの挑戦ーアジア開発銀行特別調査報告書~，国際開発ジャーナル社， 1980年， 117ページ。)
(4) World Bank, World DeveloplηentReport 1986. 1986, P.3. (世界銀行『世界開発報告1986~ ， 1986年，
3 ページ。)
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の耕地分布のパターンを示している。乙の表からまず， 60年代前半と70年代前半の両方の時期
で，韓国を例外としてどの国もヲニ系数がかなり高いのがわかる。次に，耕地規模が0-lhaの
零細な規模の農家の比重の高きが注目されなければならない。バングラデシュ (1974年) ，イン
ドネシア，韓国では全農家の2/3にもなる。最低規模の単位を0-2halL拡げると，上記の 3 カ国
以外に，イシド，西マレーシアのその規模の農家が全農家の2/3になる。パキスタン (1960年) , 
タイでは同じ比率が約50%，フィリピン (1960年)は約40%である。次に，乙の比率の動向をみ
てみよう。全体として規模が零細な韓国と， 1963年のデータしかないインドネシアを除く 6 カ
国のうち，まずバングラデシュとインドは0-lha と 0-2haのどちらの規模の農家数も面積もそ
の比重が上昇している。西マレーシアとタイは0-lhaの規模の農家は減少しているものの， 0 
-2haでみると，農家数と面積の比重はやはり上昇している。フィリピンは0-lha規模の農家は
増加しているが0-3ha規模の農家は若干減少している。乙れらの国々と大きく異なるのはパキ
スタンで， 0-3haの規模の農家数は大幅に減少している。パキスタンは10ha以上の農家数の比
重も高まっているので，例外的に全体として所有規模が大きくなっているといえるだろう。
と乙ろで，しばしば参照される乙の表 2 の問題点は， 70年代後半以降の動向が明らかでない
表 3 アジアにおける土地なし労働者(単位: 1000人)
調査 農全経業における 土地なし労働者 ②/① 
年度 済き動人口 ② (%) 
ノてングラデ、シュ 1974 15 ,823 3,934 (24.9) 
1983-4 16 ,448 6,439 (39.1) 
インドネシア 1964-5 24 ,574 4,992 (20.3) 
1971 24 ,946 5,784 (23.2) 
1982 31 ,593 16 ,174 (51. 2) 
韓 国 1966 4, 553 441 (9.7) 
1974 5, 584 702 (12.6) 
1985 3,722 437 (11. 7) 
パキスタン 1972 10 ,515 808 (7.7) 
1985 14 ,490 1,604 (11.1) 
フィ リピン 1960 5,162 572 (11.1) 
1974 8 ,398 1,097 (13.1) 
1985 10 ,085 2,255 (2.4) 
スリランカ 1963 1,682 922 
1971 1,824 931 (51.0) 
1981 1,876 881 (47.0) 
タ イ 1960 11 ,334 353 (3.1) 
1970 13 ,202 541 (4.1) 
1982 16 ,985 1,644 (9.7) 
し
(出所) ILO, Yeαr Book 01 Labour Statistics, various issues 
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というだけでなく，以上の零細規模農家の中に入り乙んでいる土地なし労働者の動向が不明だ
という点にある。乙の点については次の表 3 をみてみよう。乙の表は，人口が 1 ， 000万人以上
のアジアにおける途上国17カ国のうち， 1960年から現在までの期間で，少なくとも 10年前後離
れている 2 つの時期について，農業における全経済活動人口と，その内数としての雇用者，つ
まり土地なし労働者のデータがえられる 7 カ国の実状を一覧にしている。乙れをみると土地な
し労働者比率が一貫して下がっているのはスリランカで，それと韓国の最近の動きを例外とし
て，すべての国のすべての期間でその比率は上昇している。特に低所得国のバングラデシュは
1983-4 年には39.1%へと，また中所得国とはいえ圏内に膨大な貧困層をかかえこんでいるイ
ンドネシアは1982年には51. 2%へと，ともに70年代後半からの乙の比率の急上昇は著しい。ま
た表 2 では小規模の農家の増大がみられなかったパキスタンやフィリピン，そして同じく表 2
でジニ系数の低下がみられたタイでも，土地なし労働者比率はかなり速いテンポで上昇するき
ざしをみせている。
次に，この農業労働者の実質賃金の動向をみてみよう。表 4 はさきにあげた17カ国のうち，
70年代以降の農業労働者の賃金がわかる 8 カ国について， 1976年を 100 とする実質賃金の動向
を示している。との表によれば，最新年度の水準が1970年の水準を絶対的に下回っている国が，
バングラデシュ，ピルマ，フィリピンと 3 カ国もある。インドの1970年の賃金は男女合計しか
ないが，もし70年代前半の賃金の動向が男子のみと男女合計でほぼ同じとすると，インドの15
年間の賃金上昇は最近の上昇は著しいとはいえ，きわめて小さかったといえるだろう。乙れに
対し，非農業労働に対して需要の高い韓国，そして「緑の革命」が最も大きな成果をあげたと
表 4 .アジアの農業労働者の実質賃金 1970--85年
1970 1972 1974 1976 1978 1980 
バングラデシュ 142.5 124.8 100.9 100 106.5 95.5 
ビ Jレ マ 282.1 270.4 162.6 100 124.5 138.3 
インド 男 100 93.4 96.1 
男女計 123.3 113.6 85.3 100 
韓 国 71.4 78.1 86.7 100 141.4 178.2 
(1979) 
半島マレーシア 87.7 81.5 89.2 100 95.4 106.2 
(1j)77) 
パキスタン 73.6 73.6 112.7 100 104.0 114.0 
1971) 1975) 
フィリピン 103.2 93.4 94.2 100 117.8 96.6 
スリランカ 72.1 82.5 78.8 100 113.3 138.5 
(注) 実質賃金は名目の賃金を消費者物価の一般指数で除して算出している。
(出所) ILO, Year Book of Labour Statistics, various issues 
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(1976年を100 とする指数)
1982 1984 1985 
108.7 100.8 109.1 
1983) 
126.3 121.0 一
91.7 123.3 143.7 
171.8 181.8 188.3 
144.7 267.3 
86.6 73.1 78.8 
124.4 119.6 132.6 
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いわれるパキスタンでは，実質賃金の急速な上昇がみられる。こうした対照的な動きはすでに
60年代から70年代初頭において表れていたが?やはりその傾向には大きな変化がみられない。
土地なし労働者比率の乙の期聞における全般的な急速な上昇は，アジアの農村において伝統
的な生産様式，あるいは社会システムの解体が進行しつつあり，農業経営における技術革
新に対応できる階層とそうでない階層との相違が明確になりつつある乙とを示している。さら
に，この土地なし労働者比率の高い低所得固における農業労働者の実質賃金の停滞は，彼らが
農村の貧困者の最も代表的な階層であり，今なおその状態に顕著な変化がみられない乙とを表
している。
いうまでもなく， 1960年代の後半からアジアの農村に劇的な変化をもたらしたのは， 「緑の
革命」である。それを技術的に推進してきたIRRIの諸研究によれば，アジアにおける「高収
穫品種」の導入は，農家の規模にあまり関係なく?)きわめて広範囲な地域で、行われた(?それは，
単位面積あたりの収量をかなり増加させ?)全体としては農村における雇用の増大にも貢献して
いる?しかしながら同時に，それが「緑の主命」といわれ期待されたほどの成果を生み出して
いないのも又事実である。それはIRRIのような評価の方法にもとづくのではなく，途上国の
農業を，世界の農業の相互依存関係，とりわけ先進国の農業との関連においてとらえることに
よってえられる一つの結論である。その点については II で詳しく検討するのでこ乙では以上の
ような指摘にとどめておく。ともあれ，重要なのは，そのような相互依脊関係は，あらゆる途
上国に対して，先進国の農業と対抗しうるような技術革新と，さらにはそれを支える，旧来の
生産様式にとってかわる新たな社会システムの形成を直ちに促すという乙とである。今日
の途上国は，そのような過程が農村の内的な要請にもとづいて，いくつかの段階でそれぞれの
固有な問題を解決しながら展開していくという余裕をもたない。あらゆる農村において，新し
い技術の導入と，伝統的な生産様式の解体が進行しているにもかかわらず，農業だけでなく工
業もそこから排出される農民を吸収しうる力をもたないとき，それらの農民は，農村の内部に
おいては土地なし労働者として堆積されざるをえない(?)土地なし労働者という階層の増大は，
現在進行中であり，今後世界経済の相互依存の深まりとともに一段とそのテンポが速くなるで
あろう以上のような過程の一つの結果であるといえるだろう。土地なし労働者の増大は，直ち
に絶対的貧困層の増大を意味しないが，後者の存在を恒常化させてしまう危険をはらむと考え
(5) Asian Development Bank, Rural Asia-Challeηge and Opportunity, 1978, (山田三郎監訳『農村
アジアへの挑戦ーアジア開発銀行特別調査報告書'.1 ，国際開発ジャーナル社， 1980年， 69ページ。)
(6) Hayami, Y., and Kikuchi, M., Asian Village Economy at the Crossroads, 1981, p.54. Fig3-3. 
(7) Ibi d., p. 4. 
(8) Asian Development Bank, op c it , (注5) (前掲邦訳， 84, 87, 88ページ。)
(9) Hayami et al, op cit, (注6) p. 58. 
(1 0) 都市において乙の過程がどのような結果を生み出すかについては，拙稿「途上国社会の階層的構造と多国籍
企業の経済的・社会的役割」を参照されたい。
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られる。
では，膨大な貧困層を圏内にかかえ乙んでいる途上国民対してどのような開発援助が行われ
てきたであろうか。周知のように， 60年代までは，世界銀行などの開発援助機関は，運輸・通
信や，様々なエネルギ一部門など経済のインフラストラクチャーに対する大規模な投資を重点
にすえてきた。それはより広範囲な部門への投資を行う基盤を形成し，またそれらは全体とし
てその成果を自動的に貧困層にも波及させていくと考えられてきた。 70年代に入って，すでに
みたような絶対的貧困の増大が認識されるに至って，世銀などの開発戦略は根本的な転換をと
げる。そ乙でとられたのが，栄養，健康，教育，水と衛生，住居などの人間の基本的ニーズ
(Basic Human Needs)を直接に充足しようとする戦略である。その戦略の特徴はストリーテ
ンらによれば次の通りである。それは，①最も貧しい人々の特定のニーズを充足することを優
先する。②絶対的貧困が集中している社会応対して最も適切である。③とりわけ過渡期での供
給管理を強調する。④基本的ニーズの効率的で恒常的な供給を獲保するために，制度的構造の
変革を重視する。⑤場合によっては，商品とその価格よりむしろ財とサーヴィスの「特質」に
よって定義される。⑥欲望の「人為的」刺激に一定の制限を加える。⑦「物質的」ニーズだけ
でなく「非物質的」ニーズの充足もめぎず?私なりに要約し直すと，それは，とりわけ貧困が
最も集中している農村において，貧困者層の基本的ニーズの充足を，それらの人々の開発の過
程への参加を通じて実現し，それによって農村全体の内発的な発展をめざす戦略であるといえ
るだろう。
BHN戦略は80年代に入って後退したといわれてきたが，次の表 5 をみるかぎりでは，基本
的な転換は行われていないと考えるのが妥当であろう。表 5 は世界銀行と国際開発協会の1969
年から85年までの貸出を内容的に分類している。金額については， IIIで途上国への資金の流れ
全般をとりあげる際に検討するので，乙乙ではその内容に特に注目しておきたい。農村開発を
中心として直接に貧困対策にむけられた投資は， 70年代の後半から急増し， 1978-80年には総
額の29.3% を占めるに至る。現在はその比重が若干低下し，内容としても小規模企業や都市に
むけられる投資が増大してきるものの， 70年代前半以前と比較してみると，貧困対策部門の重
(1) Streeten, P., and Burki, S.J.,“Basic Needs : Some Issues" , World Development, Vol. 6, No.3, 
1978 , pp.411-22. なお我が国でBHN 戦略を詳細に紹介されたのは植松忠博氏である。注 1 の文献を参照。
なお私は以下の論文でBHN戦略を経済学的に基礎づけようと試みた。 rBHN戦略への転換とミュルダール
の再評価J ， r経済学雑誌JJ (大阪市立大学経済学会) ，第86巻第 1 ・ 2 号， 1985年 7 月。
(12)内発的発展とは何かについて，社会システム論的に簡明に説明しているのは次の文献である。 Todaro，
M., Economic Development in the Third Worl d, 2nd Edition, 1981.特にChapter 3, pp. 56-
85. (鵜川武久訳『発展の経済学.1，日韓文化出版社， 1981年。)
また，わが国において，内発的発展の意義とその具体的な構想の一つの例を示されたのは本多健吉氏の次の
著作である。本多健吉『資本主義と南北問題.J.新評論， 1986年，特に第 8 章。本多健吉編著『南北問題の現代
的構造jJ.日本評論社， 1983年，特に序章および植松忠博氏による第 7 章など。
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要性に大きな変化はみられないといえるだろう。一万，それ以外の活動のうち，運輸・通信部
門の総額に対する比重は， 1984-85年は16.8% で69-71年のおよそ1/2のレベルにとどまった
ままである。『貧困と飢餓』で示された世銀の現状認識は現実の融資活動において具体化されて
し 1 る。
今後BHN戦略がさらに発展していくための最も重要な条件は次の 2 つであると思われる。
II で詳しくみるように，途上国とりわけ低所得国の農業とそれを支える農村の社会システ
ムは，今日の国際的な環境の中で，一つの岐路に立たされている。かつての成長戦略が経済成
長の成果の自動的な浸透 (trickle down) を一つの前提にしていたのとは対照的に， BHN戦略は，
単に物質的ニーズだけではなく，非物質的ニーズ，具体的にいえば農民の開発への過程への参
加を重視している。途上国とその農業が今日の困難から脱け出す方策は，乙のような広範な人
表 5. 世界銀行と国際開発協会の部門別貸付構成 1969--85年
(単位:パーセント)
1969-71 1972-74 1975-77 1978-80 1981-83 1984-85 
直接の貧困対策部門
農 本f 開 発 3.1 8.2 15.4 15.8 14.6 9.6 
初等，非正規教育 0.1 0.4 0.6 0.6 1.0 1.3 
人口，健康，栄養 0.2 0.7 0.6 1.1 0.4 1.5 
小規模企業 0.0 0.2 1.2 1.5 2.6 4.1 
都 市 0.1 1.5 1.7 3.4 3.6 3.0 
上 下 水 道 4.0 4.7 4.0 6.8 4.5 4.8 
lロ』 計 7.5 15.7 23.5 29.3 26.7 24.2 
そ の 他 の 活動
その他の農業 15.6 13.6 14.2 15.1 11.9 14.5 
その他の教育 4.0 5.3 3.6 3.7 3.6 4.1 
電力とエネルギー 22.2 16.0 13.5 18.3 19.4 23.7 
工業と開発金融会社 12.6 16.4 19.2 12.9 14.9 9.1 
輸送 と 通信 32.8 25.9 19.0 16.4 13.6 16.8 
プロジ整ェ貸ク付トを以つ含タむ十()樟5 4.7 6.1 5.9 3.6 9.3 6.7 造調
そ の 他 0.6 1.1 1.1 0.8 0.6 0.8 
正口』 計 92.5 84.3 76.5 70.7 73.3 75.8 
(参考) 総 額
2.1 3.6 6.5 10.0 13.3 15.0 (10億ドル)
(出所) Beckmann, D.,“The World Bank and poverty in the 1980s", Finance and Development, 
Septerrber 1986 , Table 2, p.28. 但し総額についてはTable 1 , p. 27からとった。
「J
新保博彦
々の参加をおし進め，その基礎の上に先進国との協力関係を含む多様な協力の形態をっくり出
し，内発的発展の新たな可能性を具体化していく過程で見い出きれなければならない。
参加を通じての内発的発展の具体化が， BHN戦略の発展の第 1 の条件であるとすれば，第 2
の条件はやはり国際的な援助である。 BHN戦略は当初から一貫してグローパルな戦略としてと
らえられてきピ?それは豊かな固から貧しい国へ施し物をする乙とを目的としていたのではな
く，世界経済が全体として解決すべき課題への一つの解決策であった。先進国だけが世界をか
けめぐる膨大な資金を一手に吸収し続けていけば，昨秋の株価の大暴落にみられるように，世
界経済の土台を大きくゆるがす結果をもたらしてしまう。先進国に集中していた資金の流れを，
途上国の貧困を解決するような方向に変える乙とは，世界経済全体の発展にとって不可欠の課
題のーっとなっている。乙の問題については最後の節で検討したい。
n .途上国における農業の危機と貧困の悪循環
途上国における絶対的貧困は， 80年代に入って，低所得固において絶対数としても，総人口
に対する比率としても増大し，それらの固に集中する傾向をみせている。これらの国は現在な
お農業とその一次産品輸出への依存度がきわめて高い国々である。したがって，乙れらの国の
農業をとりまく諸条件が急速に改善する見通しがあれば，絶対的貧困の撲滅の可能性が高くな
るだろう。だがこの点で楽観的な見通しをもつのは必らずしも容易ではない。本節では主に途
上国の農業を国際的な連関全体の中でとらえ直し，それがかかえている諸問題を明らかにした
い。とりわけ，その問題が，多国籍企業を通じての世界経済の相互依存関係の増大という今日
の世界経済の最も基本的な特徴とどのように関係があるかに注目してみたい。
まず，世界の 1 人あたり農業および穀物生産指数の動向からみてい乙う。表 6 は FAO によ
る 1970年から85年までの 1 人あたりの農業および穀物の生産指数である。(穀物については
1970年の指数は算出されていない。)それは1979-81年を基準年次とし，生産のデータは一次
産品によるものであり，価格の計算にあたっては各国の平均生産者価格がウェイトとして用い
られている。ただし FAO の原指数は全人口を分母にしているが，乙の表では分母を農業人口
におきかえている。農業部門での生産性の変化を把握するためには，乙の指数の方が適切であ
ろう。
表 6 をみてまず第 1 に確認できるのは，先進国と途上国および中央計画経済国との聞の生産
性の格差が著しく拡大しているという事実である。先進国の 1 人あたり農業生産指数は， 1970年
の57.57から 1985年の128.37へ，指数として年平均5.5%の上昇を示しているのに対して，途上
国は89.37から 107.21へ，年平均の上昇率はわずかに1.2%にすぎない。中央計画経済国も86.37
叩 Reshaping the International Order, coordinated by J. Tinbergen, 1976. (茅陽一他監訳『国際
秩序の再編成.1 ，ダイヤモンド社， 1977年。)
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表 6 .世界の 1 人あたり農業友び穀物生産指数 1970......85年
(1979-81年を100 とする)
農業人口 1 人あたり農業生産指数 農業人口 1 人あたり穀物生産指数
1970 1975 1980 1985 15年間の 1975 1980 1985 10年間の年平均増加率 年平均増加率
世界合計 87.50 93.42 98.98 108.77 1.5 90.10 98.82 111.82 2.2 
先進国計 57.57 74.39 98.25 128.37 5.5 70.69 94.36 137.14 6.9 
北アメリカ 66.27 81.70 95.26 115.74 3.8 77 .36 90.58 123.01 4.7 
(アメリカ) 68.51 84.75 95.35 113.15 3.4 78.34 90.07 120.70 4.4 
西 欧 59.68 75.83 101.69 127.30 5.2 71.36 104.90 138.94 6.9 
オセアニア 82.85 93.17 95.55 109.68 1.9 83.82 77.01 126.58 4.2 
他 55.03 72.38 98.36 135.79 6.2 82.81 92.61 125.13 4.2 
途.上国計 89.37 94.41 99.32 107.21 1.2 95.89 100.57 111.06 1.5 
アフリカ 108.28 105.99 100.51 100.76 -0.5 107.75 102.93 108.52 0.1 
L. A 75.69 84.84 98.57 113.39 2.7 86.72 96.91 123.50 3.6 
近 東 80.36 91.67 100.16 110.03 2.1 94.62 98.49 105.88 1.1 
極 東 88.20 93.74 99.21 110.14 1.5 95.36 101.52 111.20 1.5 
他 88.02 92.37 98.45 103.05 1.1 86.03 104.30 93.89 0.9 
中央計画計 86.37 92.65 99.47 117.73 2.1 86.08 101.21 114.64 2.9 
アジ ア 82.29 88.22 99.15 125.33 2.8 89.16 97.95 116.97 2.8 
東欧・ソ連 70.75 85.82 99.86 123.16 3.8 72.24 106.83 123.26 5.5 
(出所) FAO, FAO Rroduction Yearbook, various issues 
から 117.73へと，その上昇率は途上国を少し上回る程度である。穀物だけに限定した 1 人あた
り生産指数でみてみると，先進国と途上国，中央計画経済国の生産性の格差がさらに拡大して
いるのがわかる。先進国の 1 人あたり穀物生産指数の年平均上昇率が6.9% にも達するのに対
して，途上国および中央計画経済国のそれは，それぞれ1.5% ， 2.9% にとどまっている。
これを地域別にみてみよう。先進国では，先に西欧諸国の 2 つの指数での上昇率の高きが目
立っている。一方，途上国ではアフリカが農業全体では指数が絶対的に低下し，穀物において
も乙の10年間の水準はほとんど変わらない。
このような農業における先進国との生産性の格差の拡大とあわせて，低所得途上国の経済に
困難をもたらしているもう一つの要因は，周知のように一次産品価格の停滞である。表 7 は，
1950年から 84年まで、の，一次産品価格の実質伸び率と， 1950年初めを 100 とした各期間最終年
度末の指数を示している。この表によると， 35年間に農業の一次産品価格は， 1950年初めの価
格の60%台に低落しているのがわかる。時期的にみると， 70年代の飲料， 60年代の穀物，素材，
80年代の油脂を，それぞれの品目の唯一の例外の時期として，それを除くすべての時期で下落
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表 7. 1 次産品価格の実質伸び率， 1950"""'84年
(平均年率%)
商 品 1950-59 1959 1960-69 1969 1970ー79 1979 1950-84 1984 
全 農 業 -2.92 (74.35) 0.00 (74.35) 0.01 (74.42) -1.03 (69.60) 
飲 料 -2.08 (81.04) -1.26 (71.39) 7.46 (146.59) -1.13 (67.18) 
穀 物 -3.84 (67.60) 2.72 (88.41) -1.31 (77.49) -1.30 (63.26) 
油 脂 -3.73 (68.38) -0.73 (58.90) -0.81 (54.30) -1.29 (63.48) 
素 材 -2.51 (77.55) 0.50 (81. 52) -1.72 (68.54) -1.08 (68.38) 
金属及び鉱物 0.08 (100.80) 6.12 (182.57) -4.06 (120.62) -0.09 (96.90) 
一一一一一一
原注:データは世界銀行の製造業単位価格 (MUV) 指数によりデフレートしである。 MUV指数は途上国民対
する工業国製品輸出の米ドル価格のcif指数である。毎年の指数の伸びは通常の最小自乗法を用いて計算した。
注:各欄に( )で示した数値は， 1950年初めを 100 とした各年末の指数である。
(出所) World Bank, World Development Report 1986, (世界銀行『世界開発報告1986.n. 1986年， 7 
ページ。)
している。金属及び鉱物は，それほど大きな下落はみられないが，最終的にこの35年間で上昇
はなかったといってよい。
さきに示した先進国と途上国の農業部門 1 人あたりの生産指数でみる生産性格差の拡大は，
当然のことながら，先進国と途上国の農産物の賢易収支の動向を対照的にしている。表8 と表9
は， FAOの『貿易年報』にもとづいて，世界各地域の， 1969-71年および1983-85年の各 3 カ
年平均の，農産物と穀物の貿易収支をまとめたものである。乙の 2 つの表では，特に事態が悪
化しているサハラ以南のアフリカの動向がアフリカの内数として示されている。
表 8 によれば，先進国の農産物輸出は乙の14年間に毎年1 1. 1%増加し，世界の総輪出額に対
するシェアを58.5%から63.2%に引き上げた。途上国の輸出の年平均増加率は 9.8% で，シェ
アは32.8%から30.3%へ下がった。輸入についてはちょうどその逆の動きがみられる。先進国
の農産物輸入は年率 9.4%で増加し，途上国のその比率13.9% をかなり下回っている。その結
果，先進国の世界の輸入総額に対する比重は72.0%から60.9%へ下落し，途上国のそれは17.1
%から25.3%へ上昇した。地域別にみて，輸出と輸入の年平均増加率の差が大きいのは，輸出
の増加率の高いアメリカと，輸入の増加率の高い中東とアフリカである。これを農産物の貿易
収支として金額でみていくと，先進国のうちアメリカは黒字額が11億ドルから 158億ドルへ約
15倍になっている。一万，途上国のうち近東は 2 億ドルの黒字から 159億ドルの赤字へ，アフ
リカは21億ドルの黒字から 8 億ドルの赤字へと大幅に悪化している。サハラ以南のアフリカは，
一次産品輸出によってなおかなりの黒字があるが，アフリカと同様に輸入の増加率が輸出のそ
れを大幅に上回っているので，実質的には貿易収支はかなり悪化しているといえる。また，本
稿では詳しく検討しないが，中央計画経済国の農産物貿易収支の赤字は， 15億ドルから 185億
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途上国における絶対的貧困と農業危機にみるその悪循環
ドルへと 170億ドルも増えている。それらの国々もこの問題に関しては途上国と同様の厳しい
状況の下におかれている。
今度は，農産物のうち穀物だけをとりあげてその貿易の動向をみてい乙う。そうするのは以
下の理由からである。第 1 に，穀物は，農産物輸出の総額に占める比重が，畜産物についで大
きく 17.2% にも達しているからである。( 1983年)(14 第 2 に，穀物全体の中で大きな比重を占め
る小麦と組粒穀物は，先進国で生産され，先進国から輸出されるという今日の農産物貿易の特徴
を最もよく表わす代表的な商品だからである。小麦の生産量の61. 3% ，粗粒穀物の生産量の66.4
%(トン数， 1984/85年内，そして小麦の輸出額の90.6%，組粒穀物の輸出額の84.3% (金額，
1983/84年)(1日は先進国によるものである。それは人間の生存に欠くことのできない農産物であ
るだけでなく，先進国の消費生活様式を最も基礎的なレベルで、表わす商品ともなっている。最
後にもうーっつけ加えておかなければならない理由は，穀物が先進国の多国籍企業，具体的に
はそのうちのかなりがアメリカの穀物商社によって取扱われている商品だということである。
後に詳しく述べるように， D. モーガンによれば，アメリカの 2 大穀物商社であるカーギルとコ
ンチネンタルで，アメリカの穀物輸出の半分を取扱っているといわれている?乙のように，穀
物は多国籍企業が，先進国の消費生活様式を途上国に波及させていく代表的な商品の一つであ
るので，穀物の世界貿易の動向についての検討は，今日の南北問題を理解するうえで欠かせな
い課題であるといえよう。
では表 9 をみてみよう。先進国による穀物輸出はこの14年間に年平均12.8%の割合で増加し，
ついに1983-85年で世界総輸出額に占める比重が80% をこえた。途上国の穀物輸出はラテン・
アメリカや極東地域に限られるが，全体としては年平均10.5%の伸びにとどまり，世界総輸出
額に対する比重も 16.8%から14.7%へ低下した。一方，先進国の穀物輸入は年率 7.8% の増加
で，途上国の同じ比率13.4%を大幅に下回っている。当然の乙とながら，先進国の穀物輸入が
世界総輸入額に対する比重は49.7%から30.7%へ下落し，途上国の比重は34.5%から43.6%へ
上昇している。途上国は1983-85年に世界の 3 地域のうち最も多くの穀物を輸入する地域とな
ったのである。
以上を穀物についての貿易収支としてみていこう。まず貿易収支額の先進国と途上国の著し
い対照性に気がつく。 1983-85年をみると，先進国はその他の地域を除いてすべて黒字，途上
国は全地域で赤字である。 1969-71年比は先進国，途上国のそれぞれの中に地域聞の不均衡が
(14) FAO, FAO Commodity Review and Outlook 1984-1985, 1985. (国際食糧農業協会訳『世界の食
糧・農林水産物情勢と見通し-FAO商品概観 1984-85年一J ，国際食糧農業協会， 1986年， 4 ページ。)
(15) Ibid. , (前掲邦訳 134ページ。)
(16) Ibid. , (前掲邦訳 137ページ。)
(17) Morgan, D., Merchaπ ts 01 Grain , 1979, (喜多迅鷹他訳 r巨大穀物商社J ，日本放送出版協会， 1980 
年， 31ページ。)
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あったが，⑦欄の金額が示すように，金額としては，先進国はその他の地域を除いてすべて改
善し，途上国は全ての地域で悪化している。ただし念のためにつけ加えておけば，途上国のう
ち極東は絶対額としては悪化しているものの，輸出の増加率は輸入の増加率をかなり上回って
おり，乙のままの状態が持続すれば改善の可能性がある。また中央計画経済固については，
1983-85年も，乙の14年間の変化額も両方ともやはり赤字で，途上国と同様の問題を抱えてい
るのがわかる。
さらに詳しく地域別にみていくと，まずアメリカの大幅な改善が注目される。アメリカは
1983-85年に世界の総輸出額349億ドルのうち138億ドルで， 1 国で39.4% も占めている。アメ
リカは穀物の輸入がほとんどないので，世界の穀物貿易の黒字を一手に集中しているといって
よいだろう。一方， 1983-85年で赤字額が絶対的に大きいのは近東とアフリカである。両地域
とも穀物の輸出はきわめて少ないので，輸入の増加はただちに貿易収支の悪化につながる。石
油輸出によって穀物の輸入が容易にできる近東をおいておくと，乙の表は表 8 よりも，世界最
大の穀物輸出国アメリカと，世界で最も貧しい地域のアフリカの農業力の格差を一段と明瞭に
表している。
最後にアフリカとサハラ以南のアフリカについてもう一度まとめてふれてお乙う。サハラ以
南の諸国は，穀物以外の農産物，そのうちの多くはコーヒーやココアなどの一次産品であるが，
その輸出が経済の基盤を形成している。その動向は表 8 から表 9 をさしひく乙とによって明ら
かになるが，それによればサハラ以南諸国の穀物以外の農産物の貿易収支黒字は， 26億ドルか
ら45億ドルへ金額としてはかなり増加している。しかし輸出の年平均増加率は 6.5% ，輸入の
それは1 1. 4%であり，内容的にかなり悪化して，乙れも農産物貿易収支悪化の一つの要因とな
っている。こうした傾向はアフリカ全体でみるとさらに著しい。アフリカ全体の穀物以外の農
産物の貿易収支は，わずかながら赤字額が増え，サハラ以南のアフリカに比べさらに農産物貿
易収支の赤字を増大させている。
乙のように，園内に多くの貧困層をかかえこんでいる低所得国が，一次産品輸出の停滞と穀
物輸入の増大による，農産物貿易収支の大幅な悪化に悩まされている。農産物と穀物について
の先進国と途上国の生産性格差の拡大が，その一つの要因である乙とははじめにみた。ここで
は穀物輸入の増大の要因を検討してみよう。生産性格差の拡大が，途上国の農業の近代化と再
編成を迫り，その過程で圏内の所得分配の不平等が顕在化するにつれて，農村から都市への膨
大な人口移動がおこる。そしてまず主に都市の豊かな階層によって，先進国型の消費生活が受
け入れられ，食生活を含む生活様式全般の急激な変化が生まれる。新しい生活様式は，都市か
ら農村へ，豊かな階層から貧しい階層へとしだいに浸透していく。その浸透はまた移動を促進
する要因となる。と乙ろで，人聞はたとえ生存に欠かせない食物をとる場合でも，そのエネル
ギー量や栄養価からだけの判断で，その種類を選ぶわけではない。たとえそれらが全く同じだ
としても，食生活は生活様式全体の一つの構成要素であるので，途上国では，より豊かな先進
。。F同υ
途上国における絶対的貧困と農業危機にみるその悪循環
国の消費生活様式に移行したいという意志と期待の表われとして，先進国型の食生活を受け入
れがちである。途上国の圏内に農業生産の余力があるにもかかわらず，又，経済的には穀物を
輸入する能力がないにもかかわらず，穀物の輸入が増大し続ける背景には以上のような要因が
あるだろう。
この過程は決して農産物に特有なものではない。穀物の場合には，輸入穀物と伝統的穀物と
の価格差も全消費量の金額差も比較的小さいが，それがより大きいか，比較する商品がない電
機製品や自動車などの場合には，商品を購入する動機が，商品がもっ機能そのものよりも，地
位や富の象徴としての性格に移ってくる。そして一般に途上国では先進国に比べて所得格差が
著しく，購入しうる商品に大きな相違が生じるので，高価な商品が象徴として果たす役割はさ
らに強まらざるをえない。したがって，先進国の消費生活様式の浸透は，それぞれの国の経済
発展の段階に対応してではなく，世界経済が相互依存を深め，国際間および国内閣の富の不均
衡が顕在化するにつれて，一層進展していくといえるだろう。
次I乙，乙の問題を多国籍企業が乙の過程で果たす役割の検討を通じてとらえ直してみよう。
すでに述べたような商品のほとんどは多国籍企業によって生産，販売されている。穀物の場合
も例外ではない。穀物商社の多くは非公開の会社であって，その全体像は必らずしも明らかに
なっているとはいえないが，表10は，わずかに明らかにされたアメリカの 2 大穀物商社の売上
高と従業員についての最新のデータである。それによると，アメリカ最大の非公開会社カーギ
表10 アメリカの穀物商社 1984年......86年
(単位:売上高: 100万ドル，従業員:人)
1984 1985 1986 3 カ年平均
カーギル (1)* (1) (1) 
売上高 30 ,000 32 ,000 32 , 400 31 ,470 
従業員 40 ,000 46 ,000 46 ,000 44 ,000 
コンチネンタル (2) (3) (3) 
売上高 15 ,000 14 ,000 13 , 500 14 ,170 
従業員 16 ,000 12 ,000 12 ,000 13 ,330 
(参考)
世界の多国籍企業 (1986年) アメリカの小売企業 (1986年)
(1) G M 102 ,814 (1) シアーズ・ローパック 44, 282 
(9) A T T 34 ,087 (6) アメリカン・ストアーズ 14, 021 
(5日ティッセン 13 ,818 
* ( )の数字は『フォーブズj によるアメリカの非公開会社の売上高による順位。
出所: Forbes, December 14 , 1987 , November 17 , 1986 , November 18 , 1985。
Fortune, August 3 , 1987, June 8 , 1987。
Q
、
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ルの1986年度の売上高は 324億ドルに達しており，乙れを単純に『フォーチュン』の世界50大
企業のランキングと比較すると， ATTについで10位になる。コシチネンタルは最近 3 年間
ずっと売上高を減少させており，非公開会社の順位も 3 位に後退したが，それでも『フォーチ
ュン』のランキングの50位のすぐ後の位置にある。またアメリカの小売企業の中で、の比較を行
うと，カーギルはシアーズ・ローパックについで 2{立，コンチネンタルはアメリカン・ストア
ーズについで 6 位となる。(いずれも 1986年)
穀物商社はやはりアメリカの他の巨大企業と同様に著しく多国籍化している。カーギルは55
カ国に何らかの形で進出しているといわれる?すでに紹介したD. モーガンや石川博友氏らによ
れば，データは少し古くなるが，カーギルやコンチネンタルはアメリカの穀物輸出量の半分を
扱っているだけでなく，カーギルはフランス最大の小麦輸出商社で、もあるという。さらにこの
2 社に非アメリカ系穀物商社 3 社を含めて 5 大穀物商社でみていくと，それらは，アメリカの
穀物輸出量の85%だけでなく， EC市場の小麦ととうもろ乙しの90% ，カナダの大麦輸出の90
%，アルゼンチンの小麦輸出の80%，オーストラリアのモロコシ輸出の90% を扱っているとい
われる?
また，多国籍企業が研究開発費に巨額の資金を投じているのはよく知られているが，穀物商
社もやはり同様である。それは収穫量が多く病虫害に強い交配種の研究開発に特に力を入れて
いる。交配種はすでにあげた特徴をもつだけでなく，一代限りであるために，農民はたえずそ
れを購入し続けなければならない。 I でみた緑の革命は，その研究開発の具体的な成果の一つ
であるが，このようにして途上国は農産物の貿易だけでなく，農業生産の面でも穀物商社など
の多国籍企業への依存を強めている。それは一面では多国籍企業がもっすぐれた経営資源をう
け入れるということであるが，同時に多国籍企業がグローパルな経営上の要請を優先して行動
すると，場合によっては途上国への農産物の供給に支障をきたすという結果もおこりうる乙と
も意味する。
多国籍企業は以上のような経済的役割に加えてもう一つの重要な役割をもっている。多国籍
企業といっても，全社の生産の中で本社の比重が在外子会社に比べて相対的に小さくなってい
たり，さらには在外子会社が途上国を含めた意味での真のグローパル化を進めている企業はほ
とんどない。ダニングらによれば， 1982年の世界の多国籍企業の国際化度(海外生産比率)は年
々上昇しているとはいえまだ30%である?また，アメリカの対外直接投資の3/4は先進国にむ
けられているし，それ以外の先進国はアメリカなどの先進国むけ投資を増やしている?したが
(18) Willoughby , J.,“More fun than flogging frosting" , Forbes , November 17 , 1986 , P186。
(19) D. モーガンについては注17を参照。石川博友 r穀物メジャー.n.岩波新書， 1981年， 44-45ページ。
位。 Dunning， J. H., and Pearce, R. D., The Worlifs Largest lndustrial Enterprises 1962一
1983, 1985 , Table. 7. 1 (a) , 7. 100 
(21) 拙稿「主要 4 カ国の直接投資の現状と諸問題ー先進国間相互投資と対途上国投資の動向を中心としてーJ ，
『産業と経済.1 (奈良産業大学経済学会) ，第 2巻第 3 号， 1987年12月.参照。
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って，多国籍企業は依然として本社のおかれた国の社会システムのー構成要素であるし，
きわめて多国籍化が進んでいる場合でも，先進国のそれのー構成要素であるという性格をぬぐ
い去る乙とは難しい。
先進国の社会システムのー構成要素である多国籍企業とは具体的にはどのようなもので
あるのかを簡単にそしてより一般的にまとめてみよう。それはまず第 1 に，それをとりまく不
確実性などの諸条件に対応するために，生産技術，経営管理，マーケティングなどの経営に関
する情報を企業の内部に集積する。第 2 K，それらの情報にもとづいて，たえず新たな消費を
刺激し，市場を創造していく。第 3 に，それらの結果として，企業の成長率と利潤の極大化を
めざす。多国籍企業はこれらすべてについてグローパルなレベルで、その実現をめざして活動す
る階層的な組織であると同時に，それを担う人々の集団とその行動様式であるといえる。その
意味でそれは先進国の社会システムの不可欠の構成要素である。以上のような特質をもっ
多国籍企業が，それがすでに支配的になった先進国ではなし途上国に進出するときには，途
上国とりわけ農村になお依然として残っている独自の社会システムと鋭く対立する乙とに
なる。
その独自の社会システムについては，ょうやく最近注目されるようになってきた経済人
類学の諸成果およびそれに先行する諸業績によって明らかにされつつある。それらについては
J2~ 私もかつて詳しい検討を試みた乙とがあるか，そのうちの代表的な著作の一つである『農業の
インボリューション」で，ギアーツはそのシステムを次のようにとらえている。インドネシア
の代表的な 2 つのエコシステムである焼畑耕作と水田耕作は，前者が人口の増大に対して「分
散的J ， r非弾力的」で，それを受け入れるのが難しいのに対し，後者は「集中的J ， r膨張的」
で，吸収が容易であるという対照的な性格をもっ。したがって後者の性格をもっジャワの農村
では，他の低開発国が経験したような，大土地所有者と抑圧された農奴的集団への二極分解が
おこらずに，「経済的なパイをわずかな小片に着実に分割し続けることによって，比較的高い社
会的・経済的同質性を維持してきた。」彼はこれを「貧困の共有」とよんでいる?またジャワの
農村に広範に存在したゴトン=ロヨンとよばれるような互酬的な相互扶助のシステムの存在も，
さきの生態学的条件とあわせてこの過程を可能にした要因である乙とも忘れてはならない。その
システムは農業や多くの生活の他の領域で行われる日常的な相互扶助や，共通の利益のために
共同体のプロジェクトに対して援助を行う乙とーその場合村人はある期間労働を提供する義務を
負うー，さらには社会文化的エートスとしての共同体精神によって成り立っているといわれる?
間拙稿「民族問題の視座からみた周辺部社会J ， U"経済学雑誌:.1 (大阪市立大学経済学会) ，第83巻第 2 号，
1982年 7 月。および「インドネシアの村落共同体と解釈学的経済学J ， l'経済学雑誌.1 ，第85巻第 1 号， 1984 
年 5 月を参照。
(23) Geertz , C., Agricultural Involution, 1963 , p.97, p. 37。
(24) Koentjaraningrat, Vi llages in Indonesia, 1967 , pp. 394 -8 。
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乙のようなジャワの農村の特質は，おそらく同むように膨大な貧困層をかかえこんでいる他の
多くのアジアの農村にもかなり普遍的にみられるように思われる。
このように鋭く対立する 2 つの社会システムは，企業の多国籍化とそれによる世界経済
の相互依存によってしばしば直接に接触するようになる。 2 つのシステムが，一方がそれぞれ
世田の「組織の自律化と拡大J ，他方が相互扶助と，システムを構成する基本的要因において対立
しつつも，双方が独自に機能するという状況ではなくなる。直接的な接触は両者を単純に経済
的な力の量的な差異に還元してしまう。そうなると多国籍企業と途上国の伝統的社会のその差
はあまりにも歴然としており，前者の活動の展開にともなって後者は解体せざるをえなくなる。
もちろんこの際，多国籍企業は自己に適応した市場をっくり出すために意識的に伝統的社会の
解体をめざして活動するが，先進国の消費生活様式の浸透についてすでに検討したように，厳
然とした経済的格差に対応して，その社会の内部からそれを解体しようとする様々な動きが表
れ，その展開を促進する。伝統的社会の社会システムの解体は，ただその杜会の一部が多
国籍企業の経営活動の枠組に統合されるということ以上の意味をもっ。それは伝統的社会で支
配的であった経済的活動，政治的諸制度，文化的イデオロギー，人々の行動様式などの総体が
もはやそれをもっ固有の機能を発揮しえなくなることである。フェアウェザーやコプリンは，
多国籍企業を「異文化聞の文化変革の担い手J (cross-cultural change agent)聞ととらえてい
るが，私は乙の文化という用語が社会システムの総体を意味しているとみなしたうえてそ司
多国籍企業のこの役割の重要性を特に強調しておきたい。すでに本節で詳しく検討した，途上
国における穀物輸入の増大にみられる消費生活様式の急激な変化だけでなく，農業における生
産の停滞と，農村から都市への人口の移動も，農村における社会システムの解体によってもた
らされた結果であるといえるだろう。
こうして，膨大な絶対的貧困層を圏内にかかえこんでいる低所得途上国は，それらの国の経
済が強く依存しているプ次産品の価格の停滞と不安定さによってだけでなく，経済の基盤を形
成している農村の社会システムの解体によって貧困の撲滅を遅らせているのである。貧困
間宮崎義-11'現代資本主義と多国籍企業.JI，岩波書店， 1982年， 301ページ。
側 Fayerweather ， J., International Business Management, 1969, (戸田忠一訳『国際経営論.! , 
ダイヤモンド社， 1975年， 82ページ。) Kobrin, S. J., Foreign Direct Investment, Industriali zation 
and Social Change, 1977 , p. 29。なおこうした視点からの多国籍企業についての批判的分析は，コプ
リン以外ではワイスコフ，スンケルなどによってなされている。
Weisskopf, T. E.,“Capitalism, Underdevelopment, and τbe Future of the Poor Countries" in 
Economics and World Order, edited by Bhagwati, J. N., 1972 , pp 43-78. (石川滋編訳 r経済学と
世界秩序.! ，岩波書店， 1978年， 43-71ページ。)
Sunkel, O.,“Big Business and “Dependencia":A Latin American View" , Foreign Affairs, Vol 
50, No 3, April 1972, pp. 517 -310 
聞社会システムについては注目の拙稿を参照されたい。
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は I でみたような絶対的レベ、ルでの不足を意味しているだけでなく，あまりにも厳しい経済的
格差を縮小しようとする行動が，農村の社会システムの解体をもたらし，逆l乙事態を悪化
させてしまうという乙とでもある。その点についていえば，今日の低所得途上国の実状はまさ
に「貧困の悪循環」ととらえられるだろう。いうまでもなくたとえ以上のような状況であった
としても，一方で工業の生産と雇用が着実に増大し，新たなシステムへの移行が進展している
ならば，一時的な困難はあるとしても，さきの問題の解決は遅かれ早かれ可能になる。しかし
ながら，しばしば指摘される乙とだが，多くの途上国はルイスが想定したように，農業におけ
る生産性の低下なしに農業の過剰人口が工業に吸収され経済が全体として順調に発展していく
という過程をたどっていない。本稿はこの過程のうち農村における過程についてしか検討して
いないカ申これがかつての先進国と，今日の大多数の途上国の経済発展との間にある重要な相
表1 1.国際金融市場の動向 1976-86年
(単位: 100万ドル)
銀行貸付 債券発行 Zロh 計 対前年増加率
1976 28 ,849 (46.9) 32 ,669 (53.1) 61 ,518 (100) 
(15 ,017) (1. 789) (16 ,806) (27.3) 
1977 41 ,766 (55.1) 33 ,976 (44.9) 75 ,742 (100) 23.1 
(20 ,976) (3 ,533) 包4 ， 509) (32.4) 
1978 70 ,179 (67.2) 34, 279 (32.8) 104 ,458 (100) 37.9 
(37 ,302) (4 ,44 7) (41 ,749) (40.0) 
1979 82 ,812 (66.9) 40 ,990 (33.1) 123 ,802 (100) 18.5 
(47 ,964) (3 ,263) (51 ,227) (41.4) 
1980 77 ,392 (64.9) 41 ,920 (35.1) 119 ,312 (100) -3.6 
(35 ,054) (2 ,629) (37 ,683) (31. 6) 
1981 133 ,379 (71. 6) 52 ,985 (28.4) 186 ,364 (100) 56.2 
(45 ,264) (4 ,886) (50 ,150) (26.9) 
1982 85 ,015 (52.1) 78 ,042 (47.9) 163 ,057 (100) -12.5 
(41 ,519) (5 ,003) (46 ,522) (28.5) 
1983 74 ,222 (49.3) 76 ,329 (50.7) 150 ,551 (100) -7.7 
(32 ,937) (2 ,535) (35 ,472) (23.6) 
1984 125 ,922 (54.0) 107 ,411 (46.0) 233 ,333 (100) 55.0 
( - ) (39 ,725) (17.0) 
1985 116 ,964 (41.1) 167 ,756 (58.9) 284 ,720 (100) 22.0 
(32 ,139) (11. 3) 
1986 91 ,164 (28.7) 226 ,393 (71.3) 317 ,557 (100) 11.5 
(24 ,317) (7.7) 
(注) ( )はそれぞれの総額のうち、借り手が途上国である分の金額を示す。
(出所) Morgan Guaranty Trust Company of New York, World Financial Markets, January 1984, 
January 1985, April 1987。
四)都市において生じている問題については注目の拙稿を参照されたい。
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違である。
m. 貧困撲滅のための先進国と多国籍企業の課題
1 , 11 では途上国における絶対的貧困の実状のその「悪循環」についてみてきた。本節では，
世界の資金循環構造の現在の諸特徴，および絶対的貧困の撲滅をめざしてその構造を変える必
要性と可能性について検討したい。
表11は1976年から86年までのそれぞれの年の国際金融市場の規模を表している。それには銀
行貸付と債券発行の両方が含まれている。また，かっ乙内の数字は，借り手が途上国である分
の金額である。乙の表によれば，まず第 11乙，国際金融市場が，途上国の債務危機が顕在化し
た1982年とその翌年，及び1980年を除けば拡大し続け， 1986年には1976年の 5 倍以上の規模に
なったのがわかる。ただしその構成は，途上国民対する貸付の多かった1989年前後は銀行貸付
が70%近くまで達していたが， 1986年ではその構成比が債券発行が70% と完全に逆転している。
そして次に注目しなければならないのはその地域別構成である。 1979年には借り手としての途
上国が総額の41. 4%，額としては乙の11年間で最も多い 512億ドルになっている。それ以降，
途上国むけの資金は，絶対額も減少し，総額I乙対する比重もほぼ一貫して低下し続けた。 1986
年には243億ドル，総額に対する比重もついに10% をわり，わずか7.7% になってしまった。こ
れらの事実は， 1982年の途上国の債務危機までは銀行貸付という形態で途上国民膨大な資金が
流れ乙み，その後は債券の発行という形態でーせいに先進国へむけて資金の流れが変った乙と
をはっきりと示している?
次l乙表12で，途上国への資金の流れに限定してその内容を詳しくみてい乙う。表12は1984年
の価格と為替レートで，途上国への資金の流れとその構成比を示している。まず総額をみてみ
ると， 1981年の1324億ドルが最も多く，それ以降の 4 年間は絶対的に減少している。 1984年お
よび85年は1975年の水準すら下回ってしまっている。その最大の原因はいうまでもなく，民間
資金とりわけ銀行貸付の急減である。 1981年には銀行貸付は 496億ドルで、あったが， 85年には
わずかに135億ドルで;1/4近くになってしまった。直接投資も 1981年比は 164億ドルであったの
が， 85年には77億ドルと乙れも 1/2以下への大幅な減少である。先進国による直接投資は主に
先進国にむけられて先進国間相互投資という形態で展開され，途上国への直接投資は相対的に
は減少傾向にある。これに対して， ODA (政府開発援助)はわずかずつではあるが増大してい
る。 OPEC諸国は80年代に入って国際収支が悪化し ODAも減少しているので，乙の増加分の多
くはOECD諸国によるものである。 ODA の資金の流れ総額に占める比重は，乙うして198(咋
側途上国の債務累積については，拙稿「多国籍銀行における内部化と途上国の債務累積J. r産業と経済.1.
第 1 巻第 3 号. 1986年12月を参照。
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表13. アメリカへの民間資本の流れ 1983......86年(単位 :10億ドル)
1983 1984 1985 1986 
民間資本の流れ(ネット) 29.7 84.8 102.7 81.8 
銀行の報告による資本(ネット) 19.4 22.7 39.7 20.1 
米の債権 -29.9 -11.1 -0.7 -57.3 
米の負債 49.3 33.8 40.4 77.4 
証券(ネット) 10.4 30.8 63.4 75.2 
米による外国証券の購入(ネット) -7.0 -5.1 -8.0 -4.8 
外国による米証券の購入(ネット) 17.4 35.9 71.4 80.0 
米財務省証券 8.7 23.1 20.5 9.3 
それ以外 8.6 12.8 50.9 70.7 
直接投資(ネット) 6.6 21.5 -0.9 -6.3 
米の対外直接投資 -5.4 -3.9 -18.8 -31.9 
米への対外直接投資 11.9 25.4 17.9 25.6 
銀行以外の報告による資本(ネット) -6.6 9.8 0.5 n. a. 
米の債権 -6.5 5.1 1.7 n. a. 
米の負債 -0.1 4.7 -1.2 n. a. 
(注) ーはアメリカからの資本の流出を示す。
(出所) u. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, March 1987, p. 40, March 1986, 
p. 310 
の29.2%から 85年の45.7%へと上昇している。
と乙ろで，乙のように途上国への資金の流れが減少する一方で，先進国聞の国際収支の不均
衡が顕著になり，先進国聞の資金の流れが急速に増大している。その一端はすでに表11でみた
とおりである。
周知のようにアメリカの貿易収支、経常収支の赤字は膨大な金額になっている。商品貿易収
支の赤字は1984年比はじめて 1 ， 000億ドルを突破し， 86年には 1 ， 477億ドルに達している。 1986
年の赤字の相手先をみてみると，日本が546億ドル，西ドイツが143億ドルとなっている。また
香港，韓国，シンガポール，台湾の 4 カ国合計は 288億ドルでこれも著しい増加である?乙う
したアメリカの貿易収支，経常収支の赤字をファイナンスしているのが日本などからの民間資
本への流入である。表13はネットでアメリカへむかつている民間資本を内容別に示している。
経常収支の赤字に対応するかのように， 1984年からその額が急増し， 1986年も 818億ドルとな
っている。内容的にはとくに証券投資が増え続け， 1986年には 752億ドルに達した。最近は証
(30) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, March 1987, p. 38, March 1986, p. 29 
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券でも国債の比重が低下し，より多様な証券投資が行われているのが注目される。
ところで，各国の経済構造や貿易構造そのものによってその動向が決定される経常収支と，
できるだけ短期間のうちに高収益をえようとする資本の動きが大きく影響する資本収支が常に
対応するという必然性はない。今日のアメリカの経常収支の赤字を結果的にみてファイナンスし
ていた資本の動きは，主要にはすでにみたような国際金融市場の動向によって，さしあたりア
メリカが比較的有利な投資先であるという事情が規定していた。アメリカはこのような外国か
らの膨大な資本の供給に安易に依存し，経常収支赤字の問題を解決する具体的な方策を示さな
かった。だがアメリカのような大きな規模の，技術革新が進んだ金融市場であっても，やはり
経済の基礎的諸条件とかけ離れた状態で資金を受け入れ続ける乙とができないということは，
昨年10月のアメリカにはじまる世界の株価の大暴落がはっきりと示した?乙うして， 1982年の
メキシコの債務危機以降世界の資金を一手に集中し，急ピッチで膨張し続けてきた先進国の金
融市場にも一つの転期が訪れようとしている。
従来の世界の資金循環の構造を大きく転換する役割を担えるのはおそらく現状では日本しか
ない。こうした状況でも，個々の企業は短期的にみれば最もリスクの小さいアメリカ市場で分
散投資をしようとするから，どうしても全体としてみればアメリカへの依存が強まらざるをえ
ない。しかしもし日本の企業がこれまでと同様にアメリカへの証券投資を続けていけば，結局
のところそれは株価の低落やドル安などのリスクをさらに負わなければならないというジレン
マにおちいる。したがって，乙乙で政府が途上国への資金の流れを積極的に増大させるための
イニシアティブをとるべきである。オイルショックによって国際収支に余裕ができたOPEC諸
国がODAの増額に重要な役割を果たしてきたのはよく知られている?日本はこれまでその経済
力にふさわしいODAを供与していない。例えば1986年の日本のODAは56億ドルで，額として
はアメリカについでいるが，対GNP比は0.28% ときわめて低い?日本はODA を大幅に増額し，
かつて戦後すぐにアメリカがヨーロッパ諸国の復興のために推進したマーシャル・プランに匹
敵するような計画を具体化していかなければならないのである。
今日の段階で，日本が途上国に開発援助を行う場合，金額を増やすだけでなく，内容におい
て I でみてきたような世銀などが乙の聞に蓄積してきた諸経験を生かす援助が必要である。乙
れはなによりも ODAについていえるが，民間のレベルで、の経済協力についても，対象となる国
によってその内容に相違があるとはいえ，同じようにあてはまる。多国籍企業が途上国に進出
する場合，意識的であるかないかにかかわりなし 「異文化聞の文化変革の担い手」としての
(31) 現在の国際収支の不均衡とそれに対する調整策がもっ危険性を， 1929年の大恐慌との比較を通じて，いちは
ゃく分析したのは東海銀行調査月報の1986年 7 月号である。
倒柳田侃 rOPEC諸国の発展途上国への援助J ， Ii"甲南経済学論集.n ， 第24巻第 4 号， 1984年 3 月。
。3) World Bank , World Development Report 1987, 1987, Table 21 (世界銀行『世界開発報告1987J ，
1987年，付表210 )
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役割を担わざるをえないという乙とはすでに IIで示したとおりである。もちろん，多国籍企業
のマーケティング活動が，膨大な広告宣伝費によって，先進国の消費生活様式の優位性を意図
的にっくり出して行われる場合も少なくない。にもかかわらず，多国籍企業がそのすぐれた経
営資源にもとづいて，途土国の諸条件に適合した製品の研究と開発をすすめている例もないわ
けではない。スーザン・ジョージが低開発国からみて模範的な食品加工機械メーカーとして紹
介しているスウェーデンのアルフア・ラヴァル社やスイスのビューラ一社のような例もある?
多国籍企業と途上国との間で，以上のような内容での具体的な協力関係が形成されていくなら
ば，一方では多国籍企業が真の意味でのグローパル性を獲得することになるだろうし，他方で
は，途上国への資金の流れの大幅で着実な増加と，多国籍企業しかもちえないような経営資源
の移転がすすむだろう。 1970年代後半から80年代の初めにかけての途上国への資金の流れは，
金額としては今日ではもはや想像しえない額であったとはいえ，銀行貸付という形態にかなり
限定されていた。今日貧困の撲滅のために求められているのは，南北の両側での，乙れまでの
開発戦略に対する反省と，途上国の実状に適応するような，より多様な形態での広範な協力の
詰みである。
(34) George, S., How the Other Half Dies : The Real Reasons for World Hunger, 1977 , (小
南祐一郎他訳『なぜ世界の半分が飢えるのかJ ，朝日新聞社， 1984年， 228ページ。)
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